
（各課様式１） 

予 算 要 求 資 料 

令和４年度当初予算 支出科目 款：農林水産業費 項：林業費 目：県産材流通対策費 

事業名 県産材競争力強化・販路拡大支援事業費補助金 

（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）  

        林政部 県産材流通課 加工流通係 電話番号：058-272-1111（内 3013） 

                    E-mail：c11545@pref.gifu.lg.jp 

 

１ 事業費   27,000 千円（前年度予算額：27,000 千円） 

＜財源内訳＞  

 

区 分 

 

事業費 

財    源    内    訳 

国 庫 

支出金 

分担金 

負担金 

使用料 

手数料 

財産

収入 

寄附金 その他 県 債 一 般 

財 源 

前年度 27,000 13,500 0 0 0 0 0 0 13,500 

要求額 27,000 13,500 0 0 0 0 13,500 0 0 

決定額 27,000 13,500 0 0 0 0 0 0 13,500 

 

２ 要求内容 

（１）要求の趣旨（現状と課題） 

県内の人口が減少傾向にある中、木材需要を確保するためには、首都圏や

中京圏など都市部のほか、経済成長が著しい中国や台湾など海外へ販路を拡

大するとともに、これまで木材が活用されていなかった分野での木材利用に

取り組むことが必要である。 

しかし、県内の木材関係事業者の経営基盤は脆弱なことから、積極的に県

外・海外への営業活動や、県産材を活用した新たな製品開発に取り組むこと

が困難なことが予想される。 

このため、木材関係事業者による国内外への県産材製品の販路拡大、県産

材を活用した新たな部材や工法などの開発に対する取り組みを支援し、県産

材の需要拡大を図る。 

 

（２）事業内容 

①国内競争力強化支援 

・事業内容：国内での県産材住宅、県産材非住宅、県産材製品の販路拡大に 

向けた取り組み 

・補助対象予定者：県内の木材関係事業者（プロポーザル方式） 



 

 

・事業費 ：4,000 千円（1,000 千円×4 件） 

・補助率 ：１／２以内、上限 1,000 千円／件 

 

②海外販路拡大支援 

・事業内容：海外での県産材製品の販路拡大に向けた取り組み 

・補助対象予定者：県内の木材関係事業者（プロポーザル方式） 

・事業費 ：6,000 千円（2,000 千円×3 件） 

・補助率 ：１／２以内、上限 2,000 千円／件 

 

③新規用途開発支援 

・事業内容：県産材を活用した新製品の開発支援、製品化に向けた試験研究

などの取り組み 

・補助対象予定者：県内の木材関係事業者（プロポーザル方式） 

・事業費 ：10,000 千円（5,000 千円×2 件） 

・補助率 ：１／２以内、上限 5,000 千円／件 

 

④海外技術者育成支援 

・事業内容：県産材住宅を建設する海外技術者の育成に向けた取り組み 

・補助対象予定者：県内の木材関係事業者（プロポーザル方式） 

・事業費 ：2,000 千円（2,000 千円×1 件） 

・補助率 ：１／２以内、上限 2,000 千円／件 

 

⑤県産材海外ＰＲ施設整備支援 

・事業内容：海外における県産材ＰＲ施設の整備 

・補助対象予定者：県内の木材関係事業者（プロポーザル方式） 

・事業費 ：5,000 千円（5,000 千円×1 件） 

・補助率 ：１／２以内、上限 5,000 千円／件 

 

（３）県負担・補助率の考え方 

 補助率１／２以内 

 

（４）類似事業の有無 

   無 



 

 

３ 事業費の積算内訳 

事業内容 金額 事業内容の詳細 

補助金 27,000 ①  国内競争力強化支援  ：1,000 千円×4 件 

②  海外販路拡大支援   ：2,000 千円×3 件 

③  新規用途開発支援   ：5,000 千円×2 件 

④  海外技術者育成支援  ：2,000 千円×1 件 

⑤  県産材海外ＰＲ施設整備：5,000 千円×1 件 

合計 27,000  

 

 決定額の考え方  

 

 

 

４ 参考事項 

（１）各種計画での位置づけ 

県産材の販路拡大は第４期岐阜県森林づくり基本計画（R4～R8）における

「都市の木造化・脱炭素社会の実現に向けた県産材の需要拡大」に位置づけ

られている。 

 

（２）国・他県の状況 

   類似事業なし 

 

（３）後年度の財政負担 

   令和４年度以降も継続的に実施。 

 

（４）事業主体及びその妥当性 

木材関係事業者からの提案（プロポーザル方式）とすることで、より効果

の高い事業に対して支援することができる。 

 



 

 

県 単 独 補 助 金 事 業 評 価 調 書 

 

□  新 規 要 求 事 業 

■  継 続 要 求 事 業 
 

補助事業名 県産材競争力強化・販路拡大支援事業費補助金 

補助事業者（団体） 民間事業者(木材関係事業者)、市町村 

 

補助事業の概要 （目的） 

民間事業者、市町村が行う、国内外に向けた県産材

の販路拡大の取り組みを支援することにより、県産材

の需要拡大を図る。 

（内容） 

民間事業者、市町村による展示会への出展、PR 活動

の実施、新製品の開発などの取り組みを支援する。 

補助率・補助単価等 定額・定率・その他（例：人件費相当額） 

（内容）補助事業に要する経費の１／２以内 

（理由）国庫補助事業に準ずる 

補助効果 民間事業者の自主的な活動の新規掘り起しや、既存の

活動の活性化により、木材製品の新たな取引が始まる

など、県産材の販路拡大につながっている。 

終期の設定 終期８年度 

（理由）販路の拡大・開拓を図るためには、継続的に

支援を行う必要があるため継続。 

（事業目標） 

・終期までに何をどのような状態にしたいのか 

少子高齢化・人口減少や環境・エネルギー、安心安全に関する社会ニーズ

の多様化など、常に変化する木材関連産業に的確に対応し、国内外への新た

な販路を拡大しようとする事業を支援することで県産材の利用拡大を図る。 

（目標の達成度を示す指標と実績） 

指標名 
事業開始前 

(H25 年度末) 

R2 年度 

実績  

R3 年度 

目標  

R4 年度 

目標  

終期目標 

(R8 )  

 

達成率 

品質・性能が証

明 さ れ た 木 材

製品出荷量 

16 千 m3 44 千 m3 － 54 千 m3 85 千 m3 52％ 

 

 

 H30 年度 R 元年度 R2 年度 

補助金交付実績 35,592 千円 30,590 千円 36,564 千円 

※R2 年度は、林業・木材事業者活動強化支援事業とあわせて実施。



 

 

（これまでの取組内容と成果） 

令
和
２
年
度 

・取組内容と成果を記載してください。 

・新商品の開発及び普及啓発の実施。 

・海外における県産材ＰＲ施設の設置。 

※林業・木材事業者活動強化支援事業とあわせて、コロナ対策として補助率 3/4

以内で実施。 

指標① 目標：＿＿ 実績：＿＿ 達成率：＿＿％ 

令
和
３
年
度 

令和５年度当初予算にて追加 

 

 

指標① 目標：＿＿ 実績：＿＿ 達成率：＿＿％ 

令
和
４
年
度 

令和６年度当初予算にて追加 

 

 

指標① 目標：＿＿ 実績：＿＿ 達成率：＿＿％ 

（事業の評価） 

・事業の必要性（社会情勢等を踏まえ、前年度などに比べ判断） 
 ３：増加している ２：横ばい １：減少している ０：ほとんどない 
(評価) 

３ 

新たな分野の木材利用や大都市圏・海外への販売拡大及び木材関連

事業体の競争力を高めるため、企業の強みを活かした新たな取組を

支援することは県産材の需要拡大に必要な事業である。 

・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか） 
 ３：期待以上の成果あり（単年度目標 100％達成かつ他に特筆できる要素あり） 

２：期待どおりの成果あり（単年度目標 100％達成） 
 １：期待どおりの成果が得られていない（単年度目標 50～100％） 
 ０：ほとんど成果が得られていない（単年度目標 50％未満） 

（評価） 

２ 

県外、海外における新たな販路開拓、新たな分野での木材利用につ

ながる取組が進んだ。 

・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか） 
 ２：上がっている １：横ばい ０：下がっている 

(評価) 

２ 

プロポーザル方式により選定することで、より効果の高い事業へ

支援することができる。 

（今後の課題） 

住宅様式の変化や少子高齢化・人口減少による木材需要の減少が懸念され

る中で、県産材を取り巻く環境は常に変化しており、新たな取り組みを支援

し、販路拡大に取り組む必要がある。 

（次年度の方向性） 

販路の拡大・開拓を図るためには、継続的に支援を行う必要がある。 

 


